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の第２の近代とする Beck や Giddens の「再帰的近代」と定義する視座に立つとしている。
　第３章では、「再帰的近代」である現代の「新しいリスク」について検討している。まず、
リスクについて、将来起こりうる損害がある決定の結果とみなされる場合にリスクと呼び、
その損害が外的きっかけ、つまり環境のせいである場合に危険と呼ぶとする Luhmann の
定義（１９９２＝２００３）を採用している。さらに、Lau（１９８９）の近代以降の社
会構造の変化に伴うリスクの変容に関する学説を用いて、現代の「新しいリスク」を説明
している。Lau の学説は、リスクを①伝統的リスク、②産業－福祉国家的リスク、③現代
の「新しいリスク」に３分類している。①の伝統的リスクとは、初期資本主義時代の企業
家や貿易従事者などの特定の仕事や職業に付随するものであり、自己責任が前提である。
②の産業－福祉国家的リスクとは、不特定多数の労働者や市民が仕事や日常生活で被るも
ので、失業、労働災害、生活破綻、疾病などである。これらのリスクは産業社会が社会的
繁栄と成長を目指すとともに発生し、国家や社会がそれを保証するものであった。③の現
代の「新しいリスク」とは、近代科学が一定の水準を超えたレベルに達することによって
生じるリスクであり、科学が生み出したにもかかわらず、その科学によって予測も解決も
できないものである。これには、原発事故、核廃棄物問題、残留農薬問題、薬害などが含
まれるとしている。これらの先行研究を踏まえて、著者は近代産業社会において社会的進
歩に寄与する技術革新などを含む経済活動が非政治的とみなされ、問題視されなかった故
に、「環境リスク」に姿を変えて、人類を脅かす存在になったのが現代であり、「新しいリ
スク」社会であるとしている。Beck も『危険社会』（１９８６＝１９９８）ですでに現代
をリスク社会としている。彼は、個人に職業や配偶者の選択の自由がもたらされる現代で
は、個人は労働市場や教育制度に個人単位で組み込まれて再統合され、自由の見返りとし
てリスクに対して個人で対応しなければならないとしている。著者は、このような先行研
究を踏まえて、「新しいリスク」の特徴として次の５点をあげている。
①不可視であること
②因果関係を突き止めることが困難であること
③グローバルなリスクの影響が人々に等しく与えられること
④個人の日常生活に密接に関係していること
⑤個人単位で責任を負わねばならないこと
　著者は、以上のような「再帰的近代」である現代の「新しいリスク」の定義に従って、
本論後半で述べられている実証研究の的確な事例として、２０１１年３月１１日の東日本
大震災に伴う東京電力福島第一原発事故による食品の放射能汚染をとりあげている。
　他方、第４章からは「新しいリスク」のマス・メディア報道の機能について論じている。
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まず、マス・メディアの報道の機能について、人々の擬似環境（Lippman，１９２２＝
１９８７）の形成を踏まえた上で、Kasperson	 et.al（１９８８）の「リスクの社会的増幅
フレームワーク」をとりあげて、メディア報道のフレームが個人の認識の増幅・減衰に影
響を与えることを指摘している。リスク情報は、このような社会的増幅装置を経て個人に
伝達され、個人の認知レベルの増幅装置で解読されるが、この時「ヒューリスティックス
と価値」「社会的集団の関係」「信号値」「スティグマ化」が作用する（Kasperson	 et.al，
１９８８）としている。これらの認識に立って、東日本大震災でテレビ、ラジオ、新聞、
インターネット等が果たした機能を整理している。
　これを受けて、第５章では、マス・メディアのリスク報道について、効果論的アプロー
チから受け手の受容の心理的メカニズムの解明を、機能論的アプローチから社会システム
に対する役割の解明を試みるための、先行研究を整理している。効果論的アプローチでは、
議題設定機能（McComb	 &	 Shaw，１９７２）では到達し難い受け手の受容・解読のメカ
ニズムの解明には、メディア・フレーミング研究が有効であると位置付けている。また、
災害時のメディアの社会的機能については、宮田加久子（１９８６）があげる「環境の監
視機能」「ニーズの充足機能」「不安低減機能」「説得機能」のうち、「ニーズ充足機能」と
「不安低減機能」が、人々の認識と深く関わると指摘している。加えて、下村英雄・堀洋
元（２００４）の「原因究明・責任追及機能」の３つをリスク報道の重要な社会的機能と
してあげている。
　第６章以降では、以上のような「再帰的近代」における「新しいリスク」と、マス・メ
ディアのリスク報道の「フレーミング」と受け手への影響及びその「社会的機能」の定義
に従って実施した「フレーミング」と「社会的機能」に関する実証研究について述べてい
る。まず、第６章で、メディア・フレーム効果についての先行する研究方法の議論と実証
研究の事例を引いて、著者の実証研究の視座を明確にし、方法を定義している。
　第７章では、リスク報道の事例として東京電力福島第一原発事故によって生じた「放射
性セシウム汚染牛問題」をとりあげて、メディア報道のフレームを抽出するために実施し
た内容分析の方法と得られた知見について述べている。内容分析の手法を採用したのは、
「表明されたコミュニケーション内容の客観的・体系的・数量的記述のための調査技術」
（Berelson，１９５２＝１９５７）を踏襲したためとしている。実際には、日本の新聞を
代表する一紙である朝日新聞の２０１１年３月１１日から同年９月１１日までの半年間の
関連記事を対象に、使用された言葉を抽出して計量分析を行っている。抽出された言葉の
うち出現頻度の多い１５０語についてクラスター分析（word 法）を実施し、９つのクラ
スターを検出している。この結果から関連性の強い２つのクラスターを合併して、「現状
フレーム」「対策フレーム」「原因フレーム」「要求フレーム」「被害フレーム」「人体への
影響フレーム」「食品フレーム」「原発事故フレーム」の８つの報道フレームに整理してい
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る。
　次に第８章では、福島第一原発事故による食品の放射能汚染に敏感であると考えられる
２０歳代・３０歳代の主婦８人（子供あり４人、なし４人）を対象に、放射能問題の情報
と食品汚染情報にどのようなニーズを持っており、マス・メディアのリスク報道をどのよ
うな枠組み（フレーム）で解釈し、どのように他者に伝達しているのかを明らかにするた
めに実施したグループ・インタビューによって得られた知見について述べている。グルー
プ・インタビューは、行動や意見・態度の構造を把握しようとする定性調査の一種である。
半構造的手法を用いる定性調査の定法どおり、事前に決定した調査項目とそのフロー
チャートに従って実施し、その結果を KJ 法（川喜田二郎，１９６７，１９７０，１９８６）
によってとりまとめている。この分析の結果、調査対象者の情報行動について、「情報探
索の動機となるもの」「日々の食品購買行動」「情報源となるもの」「情報を想起する手が
かりとなるもの」「情報入手の仕方」「行動面への影響」「感情の喚起」「情報伝達を促進す
る要因となるもの」「情報伝達を阻害する要因となるもの」といった９つの要因を検出し
ている。
　第９章では、東京都内在住の２０歳代・３０歳代の主婦２２０人（１５歳以下の子供の
有無で対象者数を割り当て）を対象に、インターネット・パネルを利用した実験によって
得られた知見について述べている。実験は、前掲の内容分析によって得られた８つの報道
フレームをその類縁性によって組み合わせて４つの実験刺激を作成し、これらの刺激を与
える４つの群と刺激を与えない統制群の５つの群で実施している。４つの刺激とは「現状
フレーム」と「対策フレーム」の２つの報道フレームに基づく「行政の一次情報の刺激」、「原
因フレーム」「要求フレーム」「被害フレーム」の３つに基づく「原因・責任・賠償刺激」、「人
体への影響フレーム」と「食品フレーム」の２つに基づく「健康被害刺激」、「原発事故フ
レーム」に基づく「原発事故刺激」である。著者はこの実験の結果から２つの知見を得て
いる。一つ目は、「行政の一次情報フレーム」の報道が、報道量はともかくその内容が人々
の情報要求を質的に充足するものではなく、むしろ不安を喚起するものであったとする知
見である。二つ目は、「原因・責任・賠償フレーム」の報道が国・行政・東京電力等に対
する人々の責任追及意識を喚起する反面、これまでの原発政策を認めてきた個人・市民に
対する責任追及意識を低減させたという知見である。
　第１０章では、新聞記事の内容分析、グループ・インタビュー、実験の３つの手法を用
いた実証研究によって得られた知見を総合して、フレーミング効果の知見として２点を提
示している。一つ目は、報道のフレーミング効果はメディア接触の多寡によって左右され、
接触が多いと効果が大であるという知見である。二つ目は、人々の情報の量質両面に対す
る要求と報道フレームが合致すると要求が充足され、フレームが示す方向での効果が生じ
るが、要求水準が情報水準を上回り、要求が充足されないと、報道フレームの示す方向に
18
反して不満や不安が生じるという知見である。
　これらの実証研究と先行研究の吟味を踏まえて、第１１章で「新しいリスク」の報道に
おけるフレーミング効果の知見をとりまとめ、さらにその社会的機能について検討してい
る。リスク情報の報道の社会的機能を論じるにあたっては、１９９９年の茨城県東海村で
発生した JCO 臨界事故の報道に関する下村英雄・堀洋元の分析（２００４）を踏まえて、
本実証研究を参照しながら、次のような検討・分析を行っている。まず、人々に対する「不
安低減機能」については、本研究の福島第一原発事故のように報道された国等の情報の信
憑性に疑念があると、不安は低減されずむしろ喚起されることとなる。このことは、リス
ク情報の科学的根拠を示すことの重要性を示唆していると著者は指摘している。「原因究
明・責任追及機能」については、本事例を基に既に述べたように、人々の事故・事件の原
因や責任に対する情報要求と報道の「解説機能」が合致すれば、マス・メディアが指し示
す組織・人に対する人々の責任追及意識が増すとしている。その反作用として、人々の自
己に対する責任追及意識は低減することも指摘している。
　本論の研究は、現代と現代のリスクの双方について、多くの先行研究を踏まえながら定
義し、両者の関係について、定義に従いながら先行研究を参照しつつ詳細に検討を行った
上で研究仮説を構築している。研究のセオリーを正確に踏襲している点で、以降の実証研
究を高く評価することができる。また、実証研究の事例として選んだ東京電力福島第一原
発事故報道は、「再帰的近代」である現代において個人にリスク対応が求められる「新し
いリスク」の報道事例として最適な選択であったといえる。実証研究ではマルチメソッド
法を採用し、内容分析、グループ・インタビュー、実験の３つの手法を駆使し、新聞記事
のフレーム、受け手の受容への影響の両側から多面的に検討・分析し、その結果の矛盾点
も含めて統合を図った点でも評価できるものである。その結果得られた現代社会における
「新しいリスク」報道のフレームと受容に関する知見の中でも、報道フレームの内容の水
準と、受け手の情報要求の水準との間の正・負の効果に関する知見は、これまでのメディ
ア・フレーミンング研究を一歩前進させる知見であったと考えられる。このように、本論
の研究は総じて高い評価に値するものであると判断する。
【審査結果】
　以上、論文審査結果のとおり、本研究は「再帰的近代」である現代における「新しいリ
スク」について、報道のフレーミングとそのフレームが受け手に与える影響をテーマとし
た非常に優れた研究であり、本学大学院社会学研究科（社会学専攻）の博士学位審査基準
に照らしても妥当な研究内容であると認められる。従って、所定の試験結果と論文評価に
基づき、本審査委員会は全員一致をもって柳瀬氏の博士学位審査論文は、本学博士学位を
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授与するに相応しいものと判断する。
